
 

 

 

 

平成 22 年 11 月に策定した瀬戸市行政改革第２次集中改革プランは、第１次集中改革プランの実施状

況による見直しを行うとともに、平成 22年度から平成 27年度までに引き続き実施する 18項目と、新た

に着手する 30項目について取り組むこととしました。 

このプランでは、使命達成運動の展開により、毎年ＰＤＣＡ管理を行い、新たな改革・改善の取り組

み事項が具体的になった場合等には、このプランを変更するとともに、取り組みの進捗状況や成果等を

取りまとめ公表するものとし、平成 27 年度については、15 項目（新規 9 項目、継続 6 項目）を実施し

ました。 

 

 

 第１次 

集中改革プラン 

（H17～H21） 

第２次 

集中改革プラン 

（H22～H27） 

実施項目数 
未実施 

項目数 
H22 H23 H24 H25 H26 H27 

事務事業の

再編・整理、

廃止・統合

の取組 

新規   9  

継続 10 

新規 22 

 

 6 

 

7 

 

13 

 

 8 

 

 8 

 

 8 

 

2 

継続  10  5 4  6   4   5  3  1 

民間委託等

の 

推進 

新規  29   

継続  4  

新規 11  1 1  5   2   3  1  3 

継続 4  2 1  1   1   1  1  0 

定員管理・

給与の適正

化 

新規   9   

継続  6   

新規 4  1 2  0   0   2  0  0 

継続 4  3 2  3    2  3  2  0 

合   計 
新規 47 

継続  20 

新規 37  8 10  18  10 13  9  5 

継続 18 10 7 10   7  9  6 1 

 

 

 

 

瀬戸市行政改革第２次集中改革プラン 

取組状況報告書の概要 

※1  H27 実施項目数には、平成 26年度以前に実施し、平成 27年度も実施した項目を含む。 



 

○ 第２次集中改革プラン(H22～H27)の平成 27 年度財政効果額 

第２次集中改革プラン（H22～H27）の平成 27年度の取り組みによる財政効果額は、約４百万円です。 

（単位：千円） 

項  目 

財 政 効 果 額 財 政 効 果 影 響 額 

H27 H22～H27 

事務事業の再編･整理、廃止･統合 107,514 2,853,059 

 使用料・手数料の見直し 28,646 133,805 

 

市有財産の有効活用 14,610 228,543 

市税等収入の確保 57,479 387,838 

 
その他 

(歳入確保対策関係) 
4,998 34,279 

 補助金等の整理合理化 ― 1,158,000 

 投資的経費の見直し 1,781 14,182 

 内部管理経費の見直し ― 344,166 

 その他の事務事業の整理合理化 ― 222,500 

 その他 ― 329,746 

民間委託等の推進 －159,543 －1,571,010 

 うち指定管理者導入によるもの ― -19,192 

職員給与等の削減（退職金を除く） 56,390 5,918,408 

合  計 4,361 7,200,457 

 

  「財政効果額」とは、当該年度に発生した効果額であり、「財政効果影響額」とは、実施した取り組 

みの中で、それまでの事業や制度を廃止することにより、後年度にもその影響が及ぶものを累計し 

た影響額です。 

 

※2 

※2 ※3 

※3 


